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資料１－１
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１ 水害対応マニュアルの作成１ 水害対応マニュアルの作成

３ 豪雨災害対応ガイドブックの作成３ 豪雨災害対応ガイドブックの作成

２ 災害時要援護者対策の強化２ 災害時要援護者対策の強化

・災害時要援護者基準及び名簿の作成
・共助を中心とした災害時要援護者支援体制の確立

・避難情報に関する周知や災害情報共有についてマニュアル化
・行政編、市民編、自治会編等を作成し、各主体における災害対応活動の基本
的役割を明確化

・垂直避難等を取り入れた新たな視点によるハザードマップ
・洪水ハザード浸水に関す３つのマップを掲載 「浸水想定区域図」、
「きづきマップ」（概略標記型）、「逃げどきマップ」（行動指南型）
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１ 水害対応マニュアルの作成１ 水害対応マニュアルの作成

自 助

職員用総括編

各班（各課）編

市 民 編

共 助

公 助

災
害
対
策
（
警
戒
）
支
部
編消防団編

自治会編

自主防災組織編

民生委員編

水防監視員編

避難情報に関する周知や災害情報共有についてマニュアル化すると共に、公助に関するマ
ニュアルだけではなく、市民編、自治会編等自助・共助のマニュアルを併せて作成し、各主体
における災害対応活動の基本的役割を明確化することにより三条市全体で災害に対応する体
制を構築した。
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「公助」における災害対応活動の明確化「公助」における災害対応活動の明確化
各班の行う災害対応活動について、水害対応マニュアルにおいて「３時間以内の目標

任務」「24時間以内の目標任務」「５日又は３日以内の目標任務」として明確に分類す
るとともに、「誰が」「何を」行うという視点で、各班（各課）マニュアルを作成

班 担当課
主な任務

３時間以内の目標 ２４時間以内の目標 ５日以内の目標

災 害
警戒本部

○避難準備情報・避難勧告・避難指示の決定
○自衛隊等の派遣要請の決定
○各班任務のうち重要事項の決定に関すること

○災害救助法の適用申請の決定
○今後の活動方針等の検討・決定
（○災害対策本部閉鎖の決定）

○復旧活動の検討・決定
（○災害対策本部閉鎖の決定）

総
務
班

行政課

○災害対策本部の庶務
○災害対策本部決定事項の各班への周知徹底
○被害状況等の収集及び報告
・気象注意報、警報（情報元：新潟地方気象台）
・ダム、雨量、河川水位情報（情報元：建設班）
・道路・土木施設被害（情報元：建設班）
・人的被害（情報元：消防班、三条警察署）
・ライフライン機関（電気、電話、ガス等）
・その他被害等（各班）
○被害状況の取りまとめ
○取りまとめ結果の庁舎内・関係機関への連絡
○避難準備情報・避難勧告（指示）発令の周知徹底
○自衛隊の災害派遣要請、受入体制の準備

○被害状況等の収集及び報告
・避難状況（情報元：福祉班）
○他自治体職員の応援派遣要請
及び受入れ
○従事職員（応援要員を含む。）の
配置調整

○各種団体等の視察受入れ
○災害統計及び資料の作成準備
○全員協議会の開催要請
○職員の被災状況の把握

財務課
○住民からの相談等の受付及び処理
○支部・避難所からの要請等の受付及び処理
（各班固有任務を除く。）

○災害対策経費の総括準備
○災害対策予算の編成準備

政策推
進課

○各支部・各避難所に対する災害関連情報提供
○マスコミに対する災害関連情報の提供
○マスコミ対応（基本的対応、記者会見の設定等
担当）
○ホームページ更新
○写真等による災害情報の収集及び記録

災害対策本部設置時の各班の用務（水害対応マニュアル抜粋）
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自治会

◎避難情報の伝達

◎被害状況の収集・連絡

（◎通行止め等の応急措置）

（◎避難行動要支援者の避難誘導）

自治会

◎避難情報の伝達

◎被害状況の収集・連絡

（◎通行止め等の応急措置）

（◎避難行動要支援者の避難誘導）

消防団

◎水防活動の実施

◎避難行動要支援者の避難誘導

（◎防災関連情報の伝達）

消防団

◎水防活動の実施

◎避難行動要支援者の避難誘導

（◎防災関連情報の伝達）

自主防災組織

◎避難行動要支援者の避難誘導

◎通行止め等の応急措置

（◎水防活動の実施）

自主防災組織

◎避難行動要支援者の避難誘導

◎通行止め等の応急措置

（◎水防活動の実施）

水防監視員

◎河川状況の収集・伝達

水防監視員

◎河川状況の収集・伝達

民生委員

◎災害時要援護者に対する
避難情報の伝達

◎災害時要援護者等名簿の
作成協力

民生委員

◎災害時要援護者に対する
避難情報の伝達

◎災害時要援護者等名簿の
作成協力

共

助

自

助

市民

◎防災関連情報の積極的収集

◎避難所等への避難（必要に応じ、地域住民との助合い）

市民

◎防災関連情報の積極的収集

◎避難所等への避難（必要に応じ、地域住民との助合い）

「共助」「自助」における役割分担「共助」「自助」における役割分担
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７．１３豪雨災害を教訓として、共助を主体とした災害時要援
護者支援に関する取り組みを開始

２ 災害時要援護者対策の強化２ 災害時要援護者対策の強化

支援用の名簿作成に当たり暫定基準を作成し豪雨災害の
翌年（平成１７年度）から取組開始

災害時要援護者の支援を
１ 情報伝達支援
２ 避難行動支援
の２種類に分けて実施

名簿作成に当たっては、同意方式（対象者に掲載の可否を
確認する方式）を採用

支援主体は、共助を主体として
１ 自治会、自主防災組織
２ 民生委員
３ 介護保険サービス事業所
により実施
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◎次のいずれかの要件を満たす者であっ
て、生活の基盤が自宅にあるもの

①介護認定３以上を受けている者

②右記の身体障害者で単身又は障害者
のみの世帯に属するもの

③右記の知的障害者で単身又は障害者
のみの世帯に属するもの

④障害老人の日常生活自立度判定基準
のＢ又はＣランクとなる者

⑤痴呆性老人の日常生活自立度判定基
準のⅡランク以上となる者

◎次のいずれかの要件を満たす者であっ
て、生活の基盤が自宅にあるもの

①介護認定３以上を受けている者

②右記の身体障害者で単身又は障害者
のみの世帯に属するもの

③右記の知的障害者で単身又は障害者
のみの世帯に属するもの

④障害老人の日常生活自立度判定基準
のＢ又はＣランクとなる者

⑤痴呆性老人の日常生活自立度判定基
準のⅡランク以上となる者

◎次のいずれかの要件を満たす者であって、
生活の基盤が自宅にあるもの

①介護認定を受けている者

②身体障害者（65歳未満）
・視覚障害者１級～６級
・聴覚障害者１級～６級
・下肢・体幹不自由、脳原性移動機能
障害１級～３級
・上記以外１・２級

③知的障害者(65歳未満で療育手帳Ａ)
④市の定期的な訪問指導を受けている精
神障害者等

⑤市の生活支援を受けている難病認定者

⑥障害老人の日常生活自立度判定基準の
Ａランク以上となる者

⑦痴呆性老人の日常生活自立度判定基準
のⅡランク以上となる者

◎次のいずれかの要件を満たす者であって、
生活の基盤が自宅にあるもの

①介護認定を受けている者

②身体障害者（65歳未満）
・視覚障害者１級～６級
・聴覚障害者１級～６級
・下肢・体幹不自由、脳原性移動機能
障害１級～３級
・上記以外１・２級

③知的障害者(65歳未満で療育手帳Ａ)
④市の定期的な訪問指導を受けている精
神障害者等

⑤市の生活支援を受けている難病認定者

⑥障害老人の日常生活自立度判定基準の
Ａランク以上となる者

⑦痴呆性老人の日常生活自立度判定基準
のⅡランク以上となる者

情報伝達要支援者避難行動要支援者

平成１９年度までの災害時要援護者基準
（暫定基準）

災 害 時 要 援 護 者
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暫定基準による運用時の災害時要援護者の規模

情報伝達要支援者

避難行動要支援者

本当に支援が必要な方を優
先的に支援することが重要

共助での支援で対応する
には人数が多い

（平成１９年６月現在）

２，５７８人

１，０９３人

合 計 ３，６７１人

暫定基準では、介護認定を受
けていれば該当になる等対象
者の範囲を広く設定

暫定基準における課題１暫定基準における課題１

‐7‐



9

◎次のいずれかの要件を満たす者であって、
生活の基盤が自宅にあり、かつ単身世帯、
高齢者のみ世帯、障がい者のみ世帯及び
高齢者・障がい者のみ世帯に属するもの

①要介護認定３～５を受けている者
②身体障害者手帳１・２級（総合等級）
の第１種を所持する身体障がい者
（心臓、じん臓機能障がいのみで該当

する者は除く）
③療育手帳Aを所持する知的障がい者
◎上記以外で自治会が支援の必要を認め
た者

◎次のいずれかの要件を満たす者であって、
生活の基盤が自宅にあり、かつ単身世帯、
高齢者のみ世帯、障がい者のみ世帯及び
高齢者・障がい者のみ世帯に属するもの

①要介護認定３～５を受けている者
②身体障害者手帳１・２級（総合等級）
の第１種を所持する身体障がい者
（心臓、じん臓機能障がいのみで該当

する者は除く）
③療育手帳Aを所持する知的障がい者
◎上記以外で自治会が支援の必要を認め
た者

災 害 時 要 援 護 者

◎次のいずれかの要件を満たす者であって、
生活の基盤が自宅にあり、かつ避難行動
要支援者に該当しないもの

①要介護認定３～５を受けている者

②身体障害者手帳１・２級（総合等級）
の第１種を所持する身体障がい者

（心臓、じん臓機能障がいのみで該当
する者は除く）

③療育手帳Aを所持する知的障がい者

④精神障害者保健福祉手帳１・２級を所
持する者で単身世帯の者

⑤市の生活支援を受けている難病認定者

◎上記以外で自治会が支援の必要を認め
た者

◎次のいずれかの要件を満たす者であって、
生活の基盤が自宅にあり、かつ避難行動
要支援者に該当しないもの

①要介護認定３～５を受けている者

②身体障害者手帳１・２級（総合等級）
の第１種を所持する身体障がい者

（心臓、じん臓機能障がいのみで該当
する者は除く）

③療育手帳Aを所持する知的障がい者

④精神障害者保健福祉手帳１・２級を所
持する者で単身世帯の者

⑤市の生活支援を受けている難病認定者

◎上記以外で自治会が支援の必要を認め
た者

情報伝達要支援
者

避難行動要支援者

※ 災害時要援護者に定義された者以外の障がい者・要介護者等及び乳幼児とその保護者、妊婦等、避難行
動に時間を要する者については、避難準備情報発令を防災行政無線等により周知することによって、早期の
自主的な避難を促す。

現行の災害時要援護者基準
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災害時要援護者支援と個人情報保護

通常は災害時要援護者対策も個人情報保護も同様に重要であり、

平成１９年度までは要援護者名簿に登載する対象者には同意確認を実施

通常時

災害時要援護者対策 個人情報保護

暫定基準における課題２暫定基準における課題２
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災害時要援護者支援と個人情報保護

災害時要援護者対策

個人情報保護

災害時

災害発生時においては、個人の生命を守るために
個人情報保護よりも要援護者対策が優先される。

三条市では災害時要援護者名簿作成時の本人への意思確認
については、平成２０年度から名簿掲載に不同意の方のみ
申し出てもらう逆手上げ方式で実施‐10‐
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同意方式から逆手上げ方式へ

災害時要支援者情報の収集・共有方式(内閣府ガイドラインより)

関係機関共有方式

個人情報保護条例において保有個人情報の目的外利用・第三者提供が可能とされている

規定を活用して、災害時要援護者本人から同意を得ずに、平常時から福祉関係部局等が

保有する災害時要援護者情報を防災関係部局、自主防災組織、民生委員等の関係機関

で共有する方式。

◎メリット…災害時要援護者の同意、不同意を配慮する必要がない。

◎デメリット…情報を共有することに対し災害時要援護者の理解が必要。

関係機関共有方式

個人情報保護条例において保有個人情報の目的外利用・第三者提供が可能とされている

規定を活用して、災害時要援護者本人から同意を得ずに、平常時から福祉関係部局等が

保有する災害時要援護者情報を防災関係部局、自主防災組織、民生委員等の関係機関

で共有する方式。

◎メリット…災害時要援護者の同意、不同意を配慮する必要がない。

◎デメリット…情報を共有することに対し災害時要援護者の理解が必要。

手上げ方式

災害時要援護者登録制度の創設について広報・周知した後、自ら災害時要援護者名簿等

への登録を希望した者の情報を収集する方式。

◎メリット…実施主体の負担が少ない。

◎デメリット…支援を要することを自覚していない者や障がい等を有することを他人に知られたくない

者も多く、十分に情報収集ができない。

手上げ方式

災害時要援護者登録制度の創設について広報・周知した後、自ら災害時要援護者名簿等

への登録を希望した者の情報を収集する方式。

◎メリット…実施主体の負担が少ない。

◎デメリット…支援を要することを自覚していない者や障がい等を有することを他人に知られたくない

者も多く、十分に情報収集ができない。
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同意方式

行政機関、自主防災組織、福祉関係者等が災害時要援護者本人に直接的に働きかけ、

必要な情報を収集する方式。

◎メリット…必要な支援内容等をきめ細かく把握できる。

◎デメリット…対象者が多いため、効率的かつ迅速な情報収集が困難。支援の必要性が高いにも

かかわらず、同意が得られない場合がある。

同意方式

行政機関、自主防災組織、福祉関係者等が災害時要援護者本人に直接的に働きかけ、

必要な情報を収集する方式。

◎メリット…必要な支援内容等をきめ細かく把握できる。

◎デメリット…対象者が多いため、効率的かつ迅速な情報収集が困難。支援の必要性が高いにも

かかわらず、同意が得られない場合がある。

不同意の意思表示があった者以外は、災害時要援護者名簿に登載する「逆手
上げ方式」を実施するとともに、自治会、自主防災組織、民生委員、消防団、
介護サービス事業所に名簿を提供し、災害時要援護者情報を共有。

実施に当たっては、三条市個人情報保護条例の規定に基づき、個人情報保護
審議会に諮問。

三条市個人情報保護条例(抜粋)

(利用及び提供の制限)

第9条 実施機関は、個人情報取扱事務の目的以外の目的のために個人情報を当該実施機関の内部におい

て利用し、又は当該実施機関以外のものに提供してはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当して利

用し、又は提供するときは、この限りでない。

(5) 前各号に掲げる場合のほか、審議会の意見を聴いた上で、公益上の必要その他相当な理由がある

と実施機関が認めるとき。
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２ 名簿更新の年間
スケジュール

２ 名簿更新の年間
スケジュール

１ 作成手順１ 作成手順

・基準日現在で名簿登録の基準を満たしている方を抽出
・新規名簿登載者へ不同意の確認
・介護サービス利用者の支援を、介護サービス事業所へ依頼
・支援主体（自治会長、民生委員、自主防災組織、消防団） へ名簿登載追
加
者の有無を確認
・支援者へ支援者及び対応種別（情報伝達・避難誘導）を確認
・支援者からの確認後の情報により名簿登載者を確定

※作成フロー図は、P14
のとおり

基準日 名簿完成 備考

定期更新 ２月１日 ３月末 全更新名簿を支援者に送付

中間更新 ５月１日 ６月末 追加名簿を支援者に送付

定期更新 ８月１日 ９月末 全更新名簿を支援者に送付

中間更新 １１月１日 １２月末 追加名簿を支援者に送付

【不同意の確認イメージ】

各 位
三条市長 國定勇人

災害時要援護者名簿への登載の確認について
あなたは、このたび三条市の災害時要援護者の基準に該当することとなり
ました。
三条市では、個人情報を知られたくないという方以外は、原則として災害時
要援護者名簿に登載することとしておりますので、あなたの個人情報を名簿
に登載することについて、ご意思を確認させていただきたいと思います。
お手数でも次により手続きくださるようお願いいたします。

記
1名簿への登載を承認される人 手続きの必要はありません
2名簿への登載に同意しない人 別紙「申出書」を提出してください。

申 出 書
(あて先)三条市長

私は、私の個人情報を知られたくないため、災害
時要援護者名簿への登載については、同意いたし
ません。

平成 年 月 日
住所
氏名
電話番名号

‐13‐
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災
害
時
要
援
護
者
名
簿
案

災
害
時
要
援
護
者
基
準
対
象
者
リ
ス
ト
作
成

名
簿
登
載
意
思
確
認
（
逆
手
上
げ
）

仮
名
簿
作
成 消

防
団

自
治
会
・
自
主
防
災
組
織

民
生
委
員

不
同
意
者
名
簿
へ
登
載

同
意
者

不
同
意
者

（報告）

介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
所

自
治
会
・
自
主
防
災
組
織

三条市災害時要援護者名簿作成フロー図

不同意の意思表示
があった者以外は
原則として登載

協 議

民
生
委
員

介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
所

消
防
団

自
治
会
・
自
主
防
災
組
織

完
成
し
た
災
害
時
要
援
護
者
名
簿
を
各
支
援
者
に
配
付

民
生
委
員

介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
所

災
害
時
要
援
護
者
名
簿
完
成

災害時要援護者

① 避難行動要支援者
重度の障がい者や重度の要介護者などで、
かつ一人暮らし等の者

② 情報伝達要支援者
重度の障がい者や重度の要介護者などで、
①を除いた者

介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
利
用
者

避
難
行
動

情
報
伝
達

確 認
要支援者の追加

介護サービス事業所が担当
する災害時要援護者を決定

避難行動
（情報伝達）

（報告）

情報伝達

（報告）

避難行動
情報伝達

避難行動
情報伝達

最
終
確
認
及
び
消
防
団

担
当
分
調
整
協
議

（報告）

（報告）

（報告）

（最終確認）

避難行動
情報伝達

避
難
行
動

（最終確認）

情報伝達

避難行動
情報伝達

情報伝達

避
難
行
動
・
（情
報
伝
達
）

避
難
行
動

情
報
伝
達

避
難
行
動
・
情
報
伝
達

新基準名簿対応主体別一覧（Ｈ２３年９月１６日現在） （単位：人）

対 応 主 体 避難行動要支援者 情報伝達要支援者 合 計

自治会・自主防災組織 ３０２ ８５ ３８７

消 防 団 ２６ ０ ２６

民 生 委 員 ６ ６１７ ６２３

介護 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 事業所 ７１ ５２４ ５９５

合 計 ４０５ １，２２６ １，６３１

避難行動

‐１‐‐14‐
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基準改正に伴う災害時要援護者の推移について

（単位：人）

２７２
(5.6％)

未回答者

８７４
(18.1％)

小 計

１７３理 由 不 明

６８８家 族 で 対 応

１３
個 人 情 報 を
知られたくない

不
同
意
者

３，６９６
(76.3％)

名簿登載者

４，８４２
(100.0％)

暫定基準該当者

人 数項 目

暫定基準による要援護者数

（Ｈ１９年６月２０日現在 ）

４３８
(22.8％)

小 計

１未到達

１７死 亡

０市外転居

２３１入 所

１８９入 院

その他

１００
(5.2％)

不 同 意

１，３８１
(72.0％)

名簿登載者

１，９１９
(100.0％)

新基準該当者

人 数項 目

（単位：人）

新基準による要援護者数

（Ｈ２３年９月１６日現在）

‐15‐
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住 所 氏 名
生年月日
性別

電話番号
FAX番号

要介
護度

障がい
障がい
内容

世帯主
（保護者）

支援者 対応種別 備考

1旭町2丁目3番1号 ○○ ○○
T11.10.12
女

0256-**-**** 介３ ○○ △△ ○○病院 情報

2旭町2丁目3番3号 ●● ●●
S17.08.09
男

0256-**-**** ２級 体幹 ●● ■■ 民生委員 情報

3旭町2丁目5番12号 △△ △△
S11.07.10
女

0256-**-**** 介３ △△ ◇◇ ◆◆クリニック 情報

4旭町2丁目8番5号 ■■ ■■
S12.12.21
男

0256-**-**** ２級 聴覚 ■■ □□ 自治会 避難

5旭町2丁目11番2号 ◎◎ ◎◎
S26.02.16
女

0256-**-**** １級 上下肢 ◎◎ ○○ 民生委員 情報

6旭町2丁目18番5号 ▲▲ ▲▲
S06.04.23
女

0256-**-**** 介５ ▲▲ ◆◆ 民生委員 情報

7旭町2丁目21番8号 □□ □□
S38.10.18
女

0256-**-****
２級
A

聴覚
知的

□□ ◎◎ 自治会 避難

8旭町2丁目13番9号 ◇◇ ◇◇
H12.11.23
男

0256-**-**** A 知的 ◇◇ ☆☆ 民生委員 情報

9旭町2丁目25番3号 ◆◆ ◆◆
H07.04.30
男

0256-**-**** A 知的 ◆◆ ▲▲ 民生委員 情報

10旭町2丁目28番8号 ☆☆ ☆☆
T13.01.03
男

0256-**-**** 介３ １級 肢体 ☆☆ ●●
ケアプランセ
ンター□□

情報

災害時要援護者名簿
平成○○年○○月○○日現在

三条市災害時要援護者名簿様式

‐16‐
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災害時要援護者（同意者）の援護方法

情報伝達要支援者避難行動要支援者

①支援者
自治会・自主防災組織、
消防団、
介護サービス事業所

②支援の時期
避難準備情報発令時

③支援内容
避難所若しくは安全な場所

へ移動させる。

※支援者の不在や被災などやむを得ない事
情により担当を割り当てられた支援者が避難
支援を行えない場合には、本部または支部
が、①行政による避難支援、または、②他の
主体（タクシー事業者を含む）への避難支援
要請、のいずれかが確実に行われるべく調
整を行う。

①支援者
自治会・自主防災組織、
消防団、
介護サービス事業所

②支援の時期
避難準備情報発令時

③支援内容
避難所若しくは安全な場所

へ移動させる。

※支援者の不在や被災などやむを得ない事
情により担当を割り当てられた支援者が避難
支援を行えない場合には、本部または支部
が、①行政による避難支援、または、②他の
主体（タクシー事業者を含む）への避難支援
要請、のいずれかが確実に行われるべく調
整を行う。

①支援者
民生委員、
介護サービス事業所

②支援の時期
避難準備情報発令時

③支援内容
確実に安全な場所に避難

してもらうために避難準備情
報等を伝達する。

※支援者の不在や被災などやむを得ない事
情により担当を割り当てられた支援者が情報
伝達を行えない場合には、本部または支部
が、原則として自治会又は自主防災組織に
情報伝達要請を行い、情報伝達が確実に行
われるべく調整を行う。

①支援者
民生委員、
介護サービス事業所

②支援の時期
避難準備情報発令時

③支援内容
確実に安全な場所に避難

してもらうために避難準備情
報等を伝達する。

※支援者の不在や被災などやむを得ない事
情により担当を割り当てられた支援者が情報
伝達を行えない場合には、本部または支部
が、原則として自治会又は自主防災組織に
情報伝達要請を行い、情報伝達が確実に行
われるべく調整を行う。

‐17‐
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災害時要援護者支援（共助）の限界
○支援に当たる人員の確保

○災害の発生が平日の日中の場合、
中堅世代が仕事などで不在のため、
高齢者が高齢者を支援するという支
援体制のあり方 等

三条市全体の高齢化率 ２５％
中心市街地の高齢化率 ３７％

災害時要援護者支援（共助）の限界災害時要援護者支援（共助）の限界
○支援に当たる人員の確保

○災害の発生が平日の日中の場合、
中堅世代が仕事などで不在のため、
高齢者が高齢者を支援するという支
援体制のあり方 等

三条市全体の高齢化率 ２５％
中心市街地の高齢化率 ３７％

災害時要援護者対策の課題災害時要援護者対策の課題
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ガイドブックに掲載されている４種類のマップ

気づ き マ ッ プ

居住場所により信濃川、五十嵐川、
刈谷田川が決壊した場合にどのよう
な浸水が生じ得るのかをひとつの地
図で示したもの

逃げどきマップ

自宅の場所や構造によりどのような
備えや行動をとるべきかを信濃川、
五十嵐川、刈谷田川ごとに地図で示
したもの

浸 水 想 定
区 域 図

100～150年に1回程度発生する確
率の大雨によってどの程度の浸水
が予想されるかを地図に示したもの

土 砂 災 害
危 険 箇 所 図

土石流やがけ崩れ等の土砂災害が
発生する可能性のある場所を地図
上に示したもの

３ 豪雨災害対応ガイドブックの作成３ 豪雨災害対応ガイドブックの作成

今までのハザードマップには無かった垂直避難の考え方を取り入れ、居住場所
及び建物の構造によりそれぞれ異なる避難行動指針を明示

今までのハザードマップには無かった垂直避難の考え方を取り入れ、居住場所
及び建物の構造によりそれぞれ異なる避難行動指針を明示

豪雨災害対応ガイドブックの主な特徴
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自治体が実施する住民の避難誘導（災害対策基本法第60条）

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人の
生命又は身体を災害から保護し、その他災害の拡大を防止する
ため特に必要があると認めるときは、市町村長は、必要と認める
地域の居住者、滞在者その他の者に対し、避難のための立退き
を勧告し、及び急を要すると認めるときは、これらの者に対し、避
難のための立退きを指示することができる。

２ 前項の規定により避難のための立退きを勧告し、又は指示す
る場合において、必要があると認めるときは、市町村長は、その
立退き先を指示することができる。

一律の避難情報により「自宅等から避難場所へ避難を求め
ること＝立ち退き避難」を原則とした住民避難誘導

住民避難誘導の現状住民避難誘導の現状

‐20‐
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要避難??

指定避難所

市○○市○○

避難勧告発令！
指定避難所へ避難してください！

要避難

避難勧告一本で
全住民の適切な対応行動は誘導できない！

一律の避難情報による住民避難誘導の課題

提供 群馬大学片田研究室
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「浸水の中を避難」といった
危険な行動形態を要求することにすらなりかねない

23流速

水
深

•流速が速ければ深さ
は出ない！

•浸水深しか示されな
いことによる誤解

•流速が速ければ深さ
は出ない！

•浸水深しか示されな
いことによる誤解

歩行不可

歩行可

個々の住民の居住地特性や住居形式の違いによる
行動の違いを表現できない

従来のハザードマップの問題従来のハザードマップの問題

提供 群馬大学片田研究室
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気づきマップ 逃げどきマップ

地域の浸水特性への理解

概略表記型洪水ハザードマップ 行動指南型洪水ハザードマップ

ガイドブックの作成方針
浸水状況に応じた対応行動
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逃げどきマップ
の判定フロー

逃げどきマップ
の判定フロー
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